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平成21年(2009年)５月８日 №439

平成23年(2011年)12月１日 №470
平成25年(2013年)12月１日 №494

11月21日（木）に３つの常任委員会が開催され、所管事務に関する調査等を行いました。

その主な内容は次のとおりです。

小・中学校給食費を改定小・中学校給食費を改定 ～消費税増及び原材料費高騰等を受け～～消費税増及び原材料費高騰等を受け～

■総務教育常任委員会

所管事務に関する調査

◇学校給食費の改定について 〔教育総務部〕

学務課から「平成26年４月の消費税率８％改定と合わせ、最近の円安傾向や原油価格高騰によ

る原材料費値上げ等を受け、小・中学校の給食費について１食あたりの試算をもとに、いずれも

15円引き上げ、小学校で245円、中学校で265円に改定する」との報告がありました。

◇平成26年加古川市成人式について 〔教育指導部〕

◇第５回定例会上程予定案件

・加古川市社会教育委員条例の一部改正について 〔教育指導部〕

・加古川市青少年問題協議会条例の一部改正について 〔教育指導部〕

橋梁長寿命化修繕計画策定橋梁長寿命化修繕計画策定 ～安全性の確保とコスト縮減を目指す～～安全性の確保とコスト縮減を目指す～

■建設経済常任委員会

所管事務に関する調査

◇加古川市橋梁長寿命化修繕計画の公表について 〔建設部〕

道路保全課より「現在、市が管理する橋梁は863橋あり、橋長15ｍ以上の106橋のうち、建設

から50年を経過する老齢化橋梁は、平成25年には７橋を数え、平成45年には66橋となり、全体

の約63％となる。このため、計画的、効率的な修繕を行うため、従来の対症療法型の修繕・更

新から、予防保全型の維持管理への転換を図り、各橋梁の重要性や損傷状況に応じた修繕等を

実施することで、安全性の確保とコスト縮減を目的とする橋梁長寿命化修繕計画を策定した」

との報告がありました。

◇第３期加古川青流戦決勝戦の開催結果について 〔地域振興部〕

◇第24回加古川ツーデーマーチの開催結果について 〔地域振興部〕

◇権現総合公園における「企業の森づくり」について 〔建設部〕

◇東播都市計画地区計画（加古川卸団地）の決定について 〔都市計画部〕

◇病院及び診療所の防火設備に関する緊急点検（建築基準法）について 〔都市計画部〕

◇寺家町周辺地区防災街区整備事業の進捗状況について 〔都市計画部〕

◇第５回定例会上程予定案件

・加古川市立総合体育館の設置及び管理に関する条例等の一部改正について 〔地域振興部〕

・加古川市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正について 〔建設部〕

・市道路線認定について 〔建設部〕

・市道路線廃止について 〔建設部〕

・加古川市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正について

〔都市計画部〕
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子ども・子育て支援事業計画策定に向けアンケート調査を実施子ども・子育て支援事業計画策定に向けアンケート調査を実施

～～12月上旬実施・下旬回収12月上旬実施・下旬回収～～

■福祉環境常任委員会

所管事務に関する調査

◇加古川市子ども・子育て会議について 〔福祉部〕

こども課より「子ども・子育て支援策について話し合う『第１回加古川市子ども・子育て会議』

を11月７日に開催した。保護者、事業主・労働者を代表する者及び学職経験者ら14名の委員で、

支援事業計画の策定に向けた利用ニーズを把握するため、調査項目等について審議した。調査票

は、「子どもと家族の状況」や「子どもの育ちをめぐる環境」、「保護者の就労状況」、「病気やけ

がの際の対応」等、大項目として10項目を盛り込む予定で、12月上旬にアンケート調査を実施す

る予定である。対象者は就学前の子どもを養育する保護者の中から無作為に4,000人の市民を抽

出し、12月下旬を目処に回収予定である。第２回の会議は12月の予定で、日程や会議内容は随時、

市ホームページに掲載していく」との報告がありました。

◇ごみ処理広域化の進捗状況について 〔環境部〕

◇車両火災事故について 〔環境部〕

◇㈱神戸製鋼所加古川製鉄所でのＰＣＢ含有絶縁油の不適切処分について 〔環境部〕

◇平成25年度地域密着型サービス事業者の決定について 〔福祉部〕

◇平成25年度下半期地域密着型サービス事業者の公募について 〔福祉部〕

◇加古川市第５次行革緊急行動計画における加古川市立浜の宮保育園の取り扱いについて

〔福祉部〕

◇第５回定例会上程予定案件

・加古川市立いずみプラザの設置及び管理に関する条例について 〔環境部〕

・加古川市立保育所条例の一部を改正する条例を定めること 〔福祉部〕

一問一答方式について検討一問一答方式について検討
■議会運営委員会(11月22日開催)

協議事項

◇平成25年第５回市議会定例会の議事運営等について

◇一問一答方式の導入について

中間報告案について検討中間報告案について検討
■議会改革推進特別委員会(11月25日開催)

協議事項

◇情報公開及び議会事務局強化に係る中間報告案の最終調整について

◇ＷＥＢカメラを用いた委員会ネット中継について

視察報告
市議会の各常任委員会、特別委員会及び議会運営委員会では、先進的な取り組みを本市の市政

向上に役立て、反映させることを目的に他都市等を調査研究しています。今月号では、総務教育

常任委員会の視察報告書を、要約のうえ掲載します。
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総務教育常任委員会（日時：平成25年11月５日～７日） 報告者 委員長 掘井 健智

＜視察先及び内容・所感＞

①福島県会津若松市議会「公共施設白書について」

事業の概要

平成25年２月に市内全ての公共施設を対象に調査した「公共施設白書」を作成されており、そ

の過程と活用策、期待される効果等を調査した。

視察を終えての所感

公共施設のあり方については、総論賛成、各論反対の

議論を呼び起こすことになり、財政的危機の現状には共

感できても、普段利用する公民館がなくなるのは反対で

ある。白書を作らなくても把握・管理できるという加古

川市のような考え方もある。

会津若松市では市議会からの要請があり、コンサルタ

ントなどの業者に委託せず、市が各部局にデータの提出

を依頼し、現場の声を聞き作成した。それだけに職場間

の温度差が著しく、その調整作業に苦労したという話で

あった。作成成果としては、職員に危機感を醸成させる契機となり、庁内における共通認識が持

てるようになったほか、市民に対し公共施設の現状を周知できるなど、大変な作業にはなるが、

その意義は大きいとのことであり、加古川市でもいずれはこうした作業が必要になってくるだろ

うと感じた。

②千葉県我孫子市議会「提案型公共サービス民営化について」

事業の概要

我孫子市では、事業仕分けにも取り組んでいるが、そ

れより以前の平成17年に市長からのトップダウンによ

り、コスト削減とともに職員数の減少を補うべく、市の

事業のすべてをオープンにし、民間から提案を募り、そ

の内容が市の方針にかなっていれば任せてしまうとい

った新しい手法を取り入れた。事業化に至った経緯や制

度の中身、成果などを調査した。

視察を終えての所感

我孫子市では市民運動が活発であり、現在、40のＮＰＯ団体と300の市民団体が活動している。

民間が行政を支える土壌が備わっていたことや、団塊の世代の職員が大量退職を迎えたことも

あり、効率的な行政執行体制の確立が急がれたことが背景にあった。そこで同市ではすべての事

業を行政が担うことは困難として、すべての事業内容を詳細に公表したという。先進的な事業を

行う自治体は「すべてを公開する」という作業が不可欠である。本市がこうした施策に取り組む

には事業を安定して継続できる民間や団体の受け皿があるか、事業公開を積極的にできるかがポ

イントとなってくると思う。

③東京都板橋区議会「住民の防災意識向上に向けた取り組みについて」

事業の概要

いざという時、行政の支援には限界があり、住民一人ひとりが普段から「自らが行動し、命を

守る」という意識を持つことが肝要である。平成13年に防災基本条例を制定し、区民や事業者等

に対し、様々な機会を捉え、防災意識を高める取り組みを積極的に進めている板橋区を調査した。

▲大河ドラマキャラクターを使った
市民向けＰＲちらし「かわら版」

▲導入事例の説明に対し、活発な質疑が交わされた



- 4 -

視察を終えての所感

東京都をはじめ、関東や東海エリアではかなり以前から

大規模地震の発生する可能性が高いとの認識のもと、防災

対策を積極的に進めてきた経緯があり、担当職員の説明か

らもそれが十分伝わってきた。東日本大震災の際には、多

数の帰宅困難者への対応など新たな問題も生まれ、54万区

民プラス数万人に対し、行政が3,500人の職員数で対応する

ことはとても無理だと実感したという。そこで条例には新

たに「区民の責務」を加え、災害時には普段からの備えと

自助・共助の必要性を挙げている。これをいかに促すかが

行政の腕の見せどころだと感じた。

災害発生に際しては「まずは自助、それを支えるのが(近所などの)共助、さらにこれらをバッ

クアップするのが行政」という考え方を区民に持っていただくため、今後も努力を重ねていきた

いとのことであった。

加古川市においても、さまざまな機会を捉えて、市民を対象に防災に関する当事者意識を喚起

する努力が必要であり、被災する前に、疑似体験や知識の習得でいかに防災力を高めることがで

きるかがこれからの課題である。

■■■■■■■■■■■■■■ 議 会 の う ご き ■■■■■■■■■■■■■■■

――１１月の行政視察受入れ状況―

――１１月の議場見学――

＜発 行＞ 加古川市議会事務局 総務課
〒675-8501 加古川市加古川町北在家2000
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・緊急雇用対策加古川農産物新需要創出事
業について

４人
北海道深川市議会
新政クラブ

７日（木）

・環境行政について
・環境保全協定について

10人
埼玉県熊谷市議会
環境産業常任委員会ほか１日（金）

視 察 内 容人数相 手 方日(曜日）

７名わかば教室のみなさん13日（水）

人数見学された方日(曜日）

議会改革推進特別委員会

議会改革推進特別委員会

※いずれの日も開会時刻は午前９時30分の予定です。

９日(月)

24日(火)

日 程日(曜日）

――１２月の行事予定――

第５回定例会

〔第１日〕全議案上程（質疑・委員会付託）

〔第２日〕一般質問

〔第３日〕一般質問

常任委員会（付託案件審査）（総務教育、建設経済、福祉環境）

〔第４日（最終日）〕委員長報告（質疑・討論・採決）、追加議案上程（質疑・

委員会付託及び即決）

※いずれの日も開会時刻は午前９時30分の予定です。

11月29日(金)

12月２日(月)

３日(火)

４日(水)

10日(火)

日 程日(曜日）

――第５回市議会（定例会）の日程――

▲区広報の特集や冊子で防災対策をＰＲ


